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１ 本書は四半期報告書を金融商品取引法第27条の30の２に規定する開示用
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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

  

 
(注) １. 当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。 

２. 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３. 当第２四半期連結会計期間、及び当第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益に

ついては、潜在株式は存在するものの、１株当たり四半期純損失であるため記載しておりません。 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次 
第145期 

第２四半期 

連結累計期間 

第146期 

第２四半期 

連結累計期間 

第145期 

第２四半期 

連結会計期間 

第146期 

第２四半期 

連結会計期間 
第145期 

会計期間 
自 平成20年４月１日

至 平成20年９月30日

自 平成21年４月１日

至 平成21年９月30日

自 平成20年７月１日

至 平成20年９月30日

自 平成21年７月１日 

至 平成21年９月30日 

自 平成20年４月１日

至 平成21年３月31日

売上高 （百万円） 487,141 368,086 249,271 192,938 879,719 

経常利益又は経常損失（△) （百万円） 53,102 △22,310 23,990 △20,986 47,689 

四半期（当期）純利益 
又は四半期純損失（△） 

（百万円） 33,624 △17,666 15,670 △13,668 28,055 

純資産額 （百万円） － － 406,892 364,434 379,086 

総資産額 （百万円） － － 865,721 772,234 749,805 

１株当たり純資産額 （円） － － 1,026.01 918.69 955.72 

１株当たり四半期（当期） 
純利益又は四半期純損失
（△） 

（円） 84.78 △44.57 39.60 △34.48 70.76 

潜在株式調整後１株当たり 
四半期（当期）純利益 

（円） 81.29 － 37.98 － 67.91 

自己資本比率 （％） － － 47.0 47.2 50.5 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

（百万円） 16,383 41,454 － － 10,112 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

（百万円） △24,209 △25,832 － － △44,518 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

（百万円） △15,169 △6,272 － － 5,774 

現金及び現金同等物の 
四半期末（期末）残高 

（百万円） － － 89,071 87,881 79,806 

従業員数 （人） － － 25,208 25,992 23,759 

─ 2 ─



当第２四半期連結会計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について重要な変更

はありません。 

また、関係会社の異動は、「３ 関係会社の状況」に記載のとおりであります。 

  

当第２四半期連結会計期間において、Metris NV社及びその子会社23社が新たに提出会社の関係会社

となりました。そのうち主要な関係会社の状況は以下のとおりであります。 

  

 
(注) １．主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

２．議決権の所有又は被所有割合の（ ）内は、間接所有割合で内数であります。 

  

(1) 連結会社の状況 

平成21年９月30日現在 

 
(注) 従業員数は就業人員であります。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成21年９月30日現在 

 
(注) 従業員数は就業人員であります。 

２ 【事業の内容】

３ 【関係会社の状況】

名称 住所 

資本金 

又は出資金 

 

主要な事業の内容 

議決権の所有 

又は被所有割合 

(％) 

関係内容 

Metris NV 
Leuven 
Belgium 

EUR

46,062,977 
インストルメンツ事業

95.04 

(95.04) 
－ 

Metris Sales &  
Service Europe NV 

Leuven 
Belgium 

EUR

4,611,829 
インストルメンツ事業

100.0 

(100.0) 
－ 

Metris USA Inc 
Michigan 
U.S.A 

US$

864,053 
インストルメンツ事業

100.0 

(100.0) 
－ 

Metris UK Ltd. 
Derby 
United Kingdom 

Stg ￡

100,000 
インストルメンツ事業

100.0 

(100.0) 
－ 

４ 【従業員の状況】

従業員数(人) 25,992 

従業員数(人) 5,367 

─ 3 ─













































































  

平成20年11月４日

株 式 会 社 ニ  コ  ン 

取  締  役  会 御中 

  
 

  
 

  
 

  

 
  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

監査法人 ト ー マ ツ

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  桃  崎  有  治  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  小  野  英  樹  ㊞ 

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている

株式会社ニコンの平成２０年４月１日から平成２１年３月３１日までの連結会計年度の第２四半期連結会計

期間（平成２０年７月１日から平成２０年９月３０日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成２０年４月

１日から平成２０年９月３０日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半

期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期

連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ニコン及び連結子会社の平成２０

年９月３０日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間

の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせ

る事項がすべての重要な点において認められなかった。

   

追記情報   

四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更２．会計処理基準に関する事項の変更

（１）重要な資産の評価基準及び評価方法の変更に記載されているとおり、会社及び国内連結子会社は通常

の販売目的で保有するたな卸資産について、従来、主として総平均法による原価法を採用していたが、第１

四半期連結会計期間より、主として総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づ

く簿価切り下げの方法）を採用することに変更した。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

(注) １ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２ 四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 



 

  

平成２１年１１月２日

株 式 会 社 ニ  コ  ン 

取  締  役  会 御中 

  
 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている

株式会社ニコンの平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日までの連結会計年度の第２四半期連結会計

期間（平成２１年７月１日から平成２１年９月３０日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成２１年４月

１日から平成２１年９月３０日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半

期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期

連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ニコン及び連結子会社の平成２１

年９月３０日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間

の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせ

る事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

有限責任監査法人 ト ー マ ツ  

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士  鈴  木  欽  哉  ㊞ 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士  小  野  英  樹  ㊞ 

指定有限責任社員 
業務執行社員 

公認会計士  井  出  正  弘  ㊞ 

(注) １ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２ 四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 



 
  

【表紙】  

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成21年11月９日 

【会社名】 株式会社ニコン 

【英訳名】 NIKON CORPORATION 

【代表者の役職氏名】 代表取締役取締役社長兼CEO兼COO 苅 谷 道 郎 

【最高財務責任者の役職氏名】 代表取締役兼CFO 寺 東 一 郎 

【本店の所在の場所】 東京都千代田区丸の内３丁目２番３号 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

  (東京都中央区日本橋兜町２番１号) 

  

  



当社代表取締役取締役社長兼CEO兼COO苅谷道郎及び当社代表取締役兼CFO寺東一郎は、当社の第146期第

２四半期(自 平成21年７月１日 至 平成21年９月30日)の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令

に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。 

  

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

  

１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】
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